
一般会計

(単位：円)

金     額 構成比(％)

1 町 税 2,601,800,000 2,563,856,555 29.4 2,603,270,350 △39,413,795 

2 地 方 譲 与 税 56,000,000 56,213,005 0.6 53,867,000 2,346,005 

3 利 子 割 交 付 金 4,300,000 2,649,000 0.0 5,790,000 △3,141,000 

4 配 当 割 交 付 金 11,600,000 11,645,000 0.1 9,831,000 1,814,000 

5 株式等譲渡所得割交付金 10,700,000 6,678,000 0.1 8,238,000 △1,560,000 

6 地 方 消 費 税 交 付 金 415,000,000 383,117,000 4.4 404,452,000 △21,335,000 

7 自 動 車 取 得 税 交 付 金 8,500,000 9,444,000 0.1 12,851,000 △3,407,000 

8 地 方 特 例 交 付 金 44,552,000 62,990,000 0.7 11,700,000 51,290,000 

9 地 方 交 付 税 1,650,000,000 1,746,185,000 20.0 1,680,348,000 65,837,000 

10 交通安全対策特別交付金 4,315,000 3,492,000 0.1 3,594,000 △102,000 

11 分 担 金 及 び 負 担 金 74,753,000 66,868,594 0.8 110,483,692 △43,615,098 

12 使 用 料 及 び 手 数 料 115,106,000 105,796,962 1.2 103,805,522 1,991,440 

13 国 庫 支 出 金 920,400,000 710,390,161 8.1 558,298,541 152,091,620 

14 県 支 出 金 425,516,000 396,328,097 4.5 353,646,916 42,681,181 

15 財 産 収 入 12,822,000 14,244,259 0.2 10,763,802 3,480,457 

16 寄 附 金 23,805,000 23,802,000 0.3 28,762,000 △4,960,000 

17 繰 入 金 676,861,000 555,348,472 6.4 417,895,528 137,452,944 

18 繰 越 金 332,485,000 354,463,603 4.1 360,930,111 △6,466,508 

19 諸 収 入 688,813,000 623,045,499 7.1 610,275,284 12,770,215 

20 町 債 1,256,251,000 1,029,451,000 11.8 847,939,000 181,512,000 

9,333,579,000 8,726,008,207 100.0 8,196,741,746 529,266,461 

(単位：円)

金     額 構成比(％)

1 議 会 費 97,044,000 94,827,182 1.1 92,603,852 2,223,330 

2 総 務 費 1,352,408,000 1,296,504,126 15.4 1,272,461,513 24,042,613 

3 民 生 費 2,506,664,000 2,372,182,616 28.2 2,295,798,384 76,384,232 

4 衛 生 費 517,518,000 471,267,663 5.6 503,052,871 △31,785,208 

5 労 働 費 46,051,000 38,409,026 0.4 38,758,936 △349,910 

6 農 林 水 産 業 費 61,765,000 56,071,040 0.7 67,831,578 △11,760,538 

7 商 工 費 994,046,000 838,067,304 10.0 773,693,083 64,374,221 

8 土 木 費 781,571,000 725,286,606 8.6 756,242,426 △30,955,820 

9 消 防 費 313,008,000 307,749,095 3.7 306,370,654 1,378,441 

10 教 育 費 1,778,980,000 1,350,174,857 16.0 881,930,942 468,243,915 

11 公 債 費 840,162,000 833,698,869 9.9 848,894,764 △15,195,895 

12 予 備 費 3,489,000 0 0.0 0 0 

13 災 害 復 旧 費 40,873,000 30,540,829 0.4 4,639,140 25,901,689 

9,333,579,000 8,414,779,213 100.0 7,842,278,143 572,501,070 計

元　　年　　度

計

予　算　現　額
支 　 出 　 済 　 額

30　　年　　度
収　入　済　額

～～ 令和元年度決算の概要についてお知らせします ～～

予　算　現　額
収 　 入 　 済 　 額

元　　年　　度

増　減　額
(元年度－30年度)

増　減　額
(元年度－30年度)

　令和元年度は、前年度に引き続き第7次総合計画、未来を創る総合戦略、第2次行財政経営プランに基づき、中長期的

　歳入の根幹をなす町税については、個人町民税が若干の増収となったものの、法人税割の大幅な減収や地価の下落に

より、法人町民税及び固定資産税が減収となり、依然として厳しい財政状況となりました。

　令和元年度の当初予算は85億1,000万円で、その後11回の補正予算及び繰越予算(累計額8億2,357万9千円)を合わせた

最終予算額は93億3,357万9千円となりました。

視点による計画行政を推進するとともに、継続事業となる赤砂崎公園整備事業、街なみ環境整備事業、防災行政無線設

款

款
30　　年　　度
支　出　済　額

　歳出では、特定目的基金の活用により投資的事業を計画的に執行し、他の事業への影響を最小限にとどめるとともに

各種ソフト事業にも配慮した予算執行に努めてまいりました。

備更新事業に加え、八島高原公衆トイレ改修事業、水上防災拠点施設・艇庫整備事業などのハード事業のほか、総合ハ

ザードマップ作成事業、給付型奨学金支援事業などのソフト事業についても重点事業として取り組みました。


